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会長就任あいさつ

会長就任にあたって
──社会や世界との新たな関わりを求めて──

Message from the President : Re-born IEICE with Multicultural New Paradigm

井上友二

�．��� 年と ���� 年

この二つの年は，本会の今後の活動で重要な節目であ

る．

･ 2017 年：本会創立 100 周年(1)
．

･ 2012 年：法的な組織変革「一般社団法人」のス

タートと，赤字決算（▲ 26 百万円）(2)．

1917 年に「電信電話学会」として発足した本会は，

時代の先端を切り開きながら社会の重要なインフラを実

現する礎を築いてきた．この 100 年間で日本は，欧米技

術による通信サービスの開始から，i モードに代表され

る当時の世界最先端サービスを生み出すとともに，花形

の輸出企業を輩出するまでに成長した．進化の早いハイ

テク分野を支えてきた本会の先達は，絶え間なく学会名

称や運営の変革を断行することによって社会の要請に応

えてきたのである．

2017 年からは，いよいよ次の 100 年に向けたスター

トとなる．今までの 100 年とこれからの 100 年が大きく

違うことだけは衆目の一致するところであるが，どう変

わるべきなのか，誰にも分かっていない．本会には，こ

の命題に自らがチャレンジし続けることによって，時代

時代の社会をより良くしていく使命がある．

2012 年の組織変更は，国の公益法人制度改革に基づ

く他動的な改革(3)であったが，これも時代の潮流であ

る．公益事業への優遇は残されたものの，法人としての

社会的責任は営利企業とほぼ同等に課され，それに見

合って事業運営への自由度が増加した．この法的な制度

変更を，学会としてどう活用していくのか，これからの

手腕が問われている．

決算で赤字になった衝撃は大きい．ここ数年は赤字予

算が組まれたが，結果的には決算時に黒字を確保してい

た．ついに決算も赤字になったのである．その原因分析

や短期的に改善すべき事項などは，会計理事や当該事業

の責任理事を中心に具体化し，できることから実行に移

していく．それに加えて，大多数を占める日本地域(注1)

（#.�で述べるように本稿では日本も本会の 1 地域と位

置付けている）会員の長期減少傾向，特に企業に在籍す

る会員の減少は顕著であり，他方で�海外�会員の着実

な増加，英文論文誌への�海外�会員の投稿増加などの

実態を反映して，国際学会を標榜する本会の運営を新し

い時代の国際組織とするための改革は待ったなしであ

る．
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(注 1) 国際学会として，�海外��日本�という区分は通用しない．こ

の点についても，早急な位置付け変更が必要である．
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�．本会を取り巻く新しい社会情勢

�.� 本会と IEEEの比較

グローバル化の波は学会の領域でも例外ではなく，欧

州でも ICT 関係の学会数が減少しており，IEEE や

ACMの拡大が著しい．本会の会員も多数が IEEE など

にも所属しており複眼での活動をされていて，そのこと

自体は自然であるが，だからといって，本会が消滅して

もよい，と思っておられる方は少数であろう．表 1に本

会と IEEE の財務的な比較を示す(4)
．この表から見る限

り，本会は昔ながらの「ボランティア組織」，一方の

IEEE は立派な「企業」に脱皮している．IEEE の収益

の大半は著作権を基盤にした出版事業と，国際会議事業

などである．費用については，1,200 余名の職員を世界

に配置し収入の 3割弱を人件費に充てている．また，世

界中にサービスを提供するための ICT 装備と社会への

発信や連携のための広告・販促費用に巨額を投入してい

る．この�グローバル企業�との関係をどうするのか，

「ボランティア的組織運営」では持続可能な運営が難し

くなると想定しており，本会の今後 100 年へ向けての基

本スタンスの明確化と，それを実現する組織運営の改革

が急務である．私見については，後述する．

�.� 新しい社会パラダイムの胎動

サッチャー・レーガノミクスで幕を開けたグローバル

化の波は，BRICS，VIP などと呼ばれる新興国の台頭と

もあいまって，世界のパラダイムを一変させた．国際化

という言葉は日本語としてはまだ使われているが，その

語源である Inter-National は国際機関の名称以外には見

かけなくなった．国際化とグローバル化は国外との関係

という意味では同義語であるが，その背景にある原理は

異なっている．国際化は，接頭語の�インタ�が表すよ

うに国と国とのバイラテラルな関係が基本であるのに対

し，グローバル化は，地球を一つとみなし地球全体で統

一した価値観や運用ルールを設定してそれを基本にしよ

う，ということである．古くから存在する ITU(5)など

は International であるが，グローバル化の象徴である

WTO(6)や WIPO(7)は，World であって International と

は一線を画している．世界全体で統一した貿易ルールや

知財ルールを確立したい，という意志の現れであろう．

グローバル化の狙いは，極論すれば「世界に統一ルー

ルを設定して，結果は競争（市場）に任せる」と理解し

ている．195 か国にも及ぶ多様な国と民族に統一した

ルールを設定するわけだから，おのずと強者のルールに

偏りがちであり，紛争の評定には単純化・数値化された

指標が重要視されることになった．アカデミアでも世界

共通の指標としてサイテーションレシオが重要視され，

数値化されにくい質の維持・向上が脇に追いやられてい

る実情は，よく知られたところである．

このグローバリズムは，世界の基幹パラダイムであ

り，このパラダイムの中で本会の質を維持・向上させる

ことは必須であるが，社会を見てみると，グローバル化

がもたらした「競争至上主義」の弊害と，地球資源の再

生限界を超えた乱用，それに人口増加，という三つの社

会要因によって，世界は必ずしも安定した方向へ向かっ

ていない．筆者の私見を表 2に示す．

�.; マルチカルチュラル

表 2 での問題提起は，グローバル化を主軸としつつ

も，新しいサブパラダイムが必要なことを示している．

そのキーワードは，ダイバーシチの保持であり，アジア

太平洋地域に根ざす本会としては「マルチカルチャー

化」ではないか，と仮説を立てている．グローバル化の

世界統一ルールに対して，地域カルチャーごとに特色が

ある複数のルールを認めて奨励し，相互運用や場合に

よっては紛争処理を国際学会として行う，というパラダ

イムである．ここでは，競争に替わって「協業」や「共

創」が主役になろう．この実現には，人間や社会の英知

が結集されなければならないが，その方法はまだ明確で

はない．そこに本会が社会に貢献する新しい領域が存在

するのではないか．更に言えば，IEEE 流のグローバル

化とは異次元のパラダイムで本会の国際学会としての役

目を果たせるのではないか，と考えている．

講演 会長就任にあたって──社会や世界との新たな関わりを求めて── 489

表 � 新しいパラダイムの胎動

リーマンショックとEU危機が示すこと；

現在の経済システムでは飽和しており，70 億以上の人口で更に
平和に発展するためには，新しいパラダイムが必須：

・新しい協業型の産業構造，

・新しい統治の形；人の間，社会の間，国の間，地域の間
グローバル から マルチカルチュラル へ

頻発する天変地異や人口増加などが警告すること；

世界は資源に限りがあり，新しい智恵が必須：

・FEWな資源の活用法；Food, Energy & Water
・災害に強いシステムへの転換
・公平・平等な分かち合い社会への進化

表 � 本会と IEEE の比較 （本会：平成 ./ 年度事業報告など
から．IEEE : .122 Annual Report，.122 年会計資料（Form 441）
から）

本会（2012 年度） IEEE（2011 年）

会員数 3.3 万人 41.6 万人（13 倍）

うち日本国内 3.0 万人
最近：−0.1 万人/年

1.4 万人（2012 年末）
最近：＋100〜400 人/年

従業員数 30 名（派遣含む） 1,260 名（40 倍）

収入 13.6 億円 3.84 億ドル（30 倍）

うち会費収入 4.4 億円（32%） 0.70 億ドル（18%）

支出 約 13.8 億円 3.77 億ドル（30 倍）

従業員人件費 2.3 億円 1.3 億ドル（50 倍）

一般従業員給与 ─ 0.96 億ドル(7.6 万ドル/人)

IT 関連支出 0.4 億円 783 万ドル（20 倍）

広告・販促費 0.2 億円 714 万ドル（40 倍）
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;．業際イノベーション：

Icube Inter-Industry Innovation

;.� 工学分野の学会として

2012 年の赤字化でも触れたが，日本地域会員の中で

企業の個人会員の減少が止まらない．2000 年に総数の

75% を占めていた企業の個人会員は，2012 年には 50%

を切るまでに縮小した．個々には事情があるだろうが，

潮流としては，本会の活動が企業の期待している役割・

分野・タイミングから外れ始めた，ということではない

だろうか．工学の世界では，技術の源流の基礎先端分野

の研究から産業が興隆しその果実を人々や社会が享受す

る，という長いバリューチェーンが成立しないとその分野

は衰退する．

本会の範ちゅうに入る産業界を見渡すと，かつての花

形産業の面影が薄くなった．もちろん円高など新興国と

の競争条件での不利益も大きな要因であるが，最大の要

因は「需要の一巡と提供側のミスマッチ」であろう．要

は，「ユーザを魅了する買いたいものや受けたいサービ

スに革新性や競争性が薄れた」ことに尽きるのではない

か．日本地域に限定すれば少子高齢化の進行に，新興国

の旺盛な需要に対しては現地に適したコストパフォーマ

ンスに，この分野の産業が合わなくなってきている．

古くなったモデルを変えずに再度の隆盛を興すこと

は，中長期的な視点では不可能に近い．最近の円安や心

理的好転などの経済効果をタイムリーに活用して，本会

として新しいバリューチェーンを創設する活動を開始す

べきではないか．その対象テーマの選定や進め方は，マ

ルチカルチュラルな国際学会活動の一環としてこれから

具体化し，学界全体で議論し具体化していかなければな

らない．その議論の素材を以下に幾つか提供する．

;.� 業際イノベーション

先進国の市場は，緩やかに飽和しつつある．例えば携

帯の世界でも，通話手段としての携帯電話はほぼ飽和し

ている．新しいスマホやタブレットなどは斬新ではある

が PC の置換えであり，ワイヤレス化の隆盛も ADSL

や FTTHの置換えである．早い技術革新に支えられてこ

うした置換え需要は今後も絶え間なく発生するが，金銭的

な拡大は期待が薄い．通信事業の民営化が始まった 1985

年に 5 兆 4,000 億円だった市場規模は，移動通信の発展

とともに 2001 年のピーク時には 19 兆 500 億円と 4倍弱

になったが，その後減少に転じ 2010 年には 13 兆 3,000

億円と漸減傾向が顕著となっている(8)
．この傾向は，電

子部品・素材系でもソリューション系でも同じである．

一方で，最近の流行用語に「スマート XX」とか

「Cyber Physical」がある．これらの用語に共通してい

るのは，通信サービス提供や企業活動の IT 化という従

来事業領域を超えて，社会活動全般に ICT を活用しよ

うという概念である．スマートという用語に前述の概念

を持ち込んだのはスマートグリッド(9)だと理解している

が，この概念は古くは ITS（Intelligent Transport Sys-

tem）として広く実用化されており，最近は，農業や漁

業など一次産業の六次産業化(10)
，あるいは教育や医療

の ICT連携などで先行的な事業化が始まっている．

しかし，現在のスマート化/CPS の議論は，業種別の

縦割りシステムで実現するレベルにとどまっている．例

えば ITS，スマートグリッド，六次産業化などを実現す

るにあたって，それぞれの情報流の構造，金流を含む顧

客管理の方法，更にはセキュリティの構造などが個別最

適になっており，社会全体としてフレキシブルで効率的

なアーキテクチャが確立しているかは不明である．最近

の注目トピックであるソーシャルメディアやビッグデー

タの活用などにあたっては，業界を横断して情報やデー

タを様々に組み合わせて活用することが基本であり，

電子情報通信学会誌 Vol. 96, No. 7, 2013490

図 � 業際イノベーション
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ICT が業界横断的な横串機能を担うことになる．この横

串機能の最大活用によって新しい産業分野が創成される

と確信しており，この活動を業際イノベーションとネー

ミングしたい．図 1に業際イノベーションの概念を示す．

;.; RらくらくカーTの例(��)

図 2は業際イノベーションの一例である．日本地域が

世界の先行モデルとなる高齢化に優しい社会創りにおい

て，高齢になっても活発に自発的に自由に行動できるよ

うにするための新しい社会システムのイメージである．

高齢者に優しい移動システムの一部しか描いていない

が，このほかにも高齢者の社会生活を快適にするための

様々なサブシステムが組み込まれるだろう．産業として

は，土木，建設，商業，医療，介護，運輸，などが関わ

り，地方自治体の種々のサービスとも連携される．こう

した多くのサブシステムの横串を ICT がどう実現する

か，柔軟性，発展性，オープン性などと，継続性，安

心・安全，使いやすさなどの多方面の要請に応えるアー

キテクチャや技術を具体化することは，本会で取り上げ

て深く議論したい新しいバリューチェーンである．

また，日本が直面している少子高齢化を支援する新し

いスマート社会システムは，欧米先進国にとどまらず，

中国をはじめとして近々人口ボーナス減少(12)に直面す

る国や地域にとっても重要であり，社会資本の投入や新

規産業の創成に向けて，マルチカルチュラルな本会活動

に期待されているところが大きい．

#．国際学会として持続可能な活動を

行うための組織・運営に向けて

図 3は現在の本会の組織図である．詳細は本会のホー

ムページ(13)を見て頂きたいが，独立採算を原則として

分野ごとの特徴を生かす 4 ソサイエティ＋1 グループ

と，全体に共通な事業やマネージメントを行う本部，地

方ごとの活動を行う支部から構成されている．もとより

完全な組織や運営法は，青い鳥を追いかけるごとく実現不

可能であるので，現在の事業を遂行する上での改善策につ

いては本稿では議論しない．ここでは，今までに述べた

将来方向から見た組織的な課題と改革の方向を抽出した．

#.� 本部における多すぎる委員会の再編と実務組織

の新設

多くの日本の学会がそうであるように，本会も全ての

活動が会員によるボランティアである．多くの職務時間

を削って献身的に活動して頂いており，良質な論文出版

や大会・研究会の盛況を保てている．このシステムは，

ソサイエティ活動など定常的な活動を行う上では，任期

2年という頑張り限界の範囲内でこれまでうまく機能し

てきた．

社会の変化が早くて多様になるにつれ，解決すべき課

題が多様化しそれぞれへの対応策を打ち出すため，本部

や企画室に各種の委員会や会議体が設置されてきた．本
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図 � RらくらくカーT
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部委員会の数は 30 を超えている．本会活動を支えてい

る事務局員は，総勢 30 名しかいない．この現状の中で，

前述したような新しいチャレンジを本会として実行に移

せるのだろうか？ 答えは，否である．現在の事務局

は，総務業務や編集出版，大会の実行などに加えて各種

委員会の設定や運営，議事録や記録の作成などで手一杯

であり，新規の施策を実行する余裕はない．新しい課題

が「難題」と受け取られ後回しにされないためには，委

員会への実行機能の付加（もちろん実行機能も果たして

頂いている委員会も多数存在する）や事務局内の実行組

織の新設拡充が必要となっている．そのリソースをどう

するか，まだ具体的解決策はないが，#.;に示すアイデ

アなどを活用しながらリソースの具体化に取り組みた

い．

個々の委員会の活動は素晴らしいが，その活動を生か

し続けるためには，本部をはじめとした委員会の抜本的

な縮小的再編も考慮する必要がある．その上で，再編され

た委員会対応に実行部隊を割り当て，担当役員などへの

権限と責任の委譲を行う．この課題の議論を早急に始め

たい．私の任期 1年では全容を変革することは不可能だ

が，業際イノベーションの創出や後述の国際学会として

の改革など，新しい施策から着手したい．当然，活動の裏

付けとなる予算の組み方や配分法も議論の対象である．

#.� 国際学会としての組織へ

本会の国際活動を図 3 の組織図から読み取れる人は，

よほど本会の活動に精通した人だろう．国際委員会が唯

一その名前を冠した委員会であり，�海外�セクション

はこの組織図には現れていない．僅かに国際委員会の下

部に，海外セクション代表者会議があるだけである．

ここ数年，春の総合大会ごとに海外セクション代表者

会議が開催され，代表者から活動報告とともに様々な問

題提起がなされてきた．それを国際委員会で真剣に議論

し，改革の方向を模索している．前述のように，国際委員

会には課題を検討し施策を決定する機能を十分に果たす

ことを期待している．その提案に従って，実行部隊を新た

電子情報通信学会誌 Vol. 96, No. 7, 2013492
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に組織化したい．このために議論すべき課題は多岐にわ

たっていて全容をこの誌面には書き尽くせないが，海外

セクション代表者会議で出た幾つかの課題を例示する．

（�） 海外セクションという名称が不適当

仰せのとおりである．IEEE のように Region を適用

すれば用語の問題は解決するが，本質は，「日本と日本

以外」という現在の組織や運営が時代遅れになっている

ことである．今や日本地域以外の会員数は 1 割を超え，

今後も増え続けることを期待している．名称変更だけで

はなく，1 割を超えた日本以外の地域会員の意見や活動

を本会活動全般に直結させることを早急に具体化しなけ

ればならない．

（�） 地域代表が理事会に直結していない

日本以外の地域代表にはほとんど権限がなく，各地域

に根ざした活動を実現するには，日本人の理事に依頼す

る以外に方法がない．論文誌の特集の編成や地域での国

際会議や大会の実施などを，理事会などの意志決定機関

に直接提案できる権限やメカニズムが必要である．

（�） 国際学会として地域の非会員からは認知されに

くい

日本以外の地域の研究者にとって，運営のほぼ全てを

日本人が行っていて役員や編集委員などに国際性が見ら

れない本会は，国際学会としては認知されていないのが

実情である．その地域のセクションメンバーや代表は，

会員獲得のための最大の努力を払っているが，この認識

の壁を超えて会員を増やすことは難しい．

（�） IEEE に加えて本会に加入し続けるメリットが

小さい

日本以外の地域会員の平均会員期間は 2 年強である．

その理由は様々であるが，邪推するに，日本での留学を

終えて同窓生としての連帯が徐々に減少すること，査読

の質の高さや即応性で評価が高い英文論文誌に採録され

て学位を得た後は IEEE の会員として活動することで支

障がない，であろう．また，論文の投稿料が高額である

ことも，会員継続の障害となっている．最近のフリー

ペーパーの波は，こうした不満を持つ会員が向かう先に

なる可能性もあり，�海外�会員の減少すら招きかねない．

（�） IEEEとは異なる国際学会としての特色

英文論文誌の質の高さと即応性が，本会の魅力であ

る．この特色は，今後ともたゆまなく向上させねばなら

ない．これに加えて，各地域に特有あるいは共通の新た

なバリューチェーンを生み出すことが本会の新たな魅力

になるのではないか．例えば前述の「業際イノベーショ

ン」の具体化として，ASEAN地域に適した農業や漁業

の六次産業化や，チリなど APEC 地域の大規模鉱業の

スマート化などを対象として，その実現に向けたアーキ

テクチャや基盤技術の開発から，現地の起業を創成し新

たな市場を開拓したり既存の市場を改良する，という新

しいバリューチェーンを議論する場を提供できないだろ

うか．当然，その基盤となる行動指針は，「競争」では

なく「共創」であり，それを生み出すマルチカルチュラ

ルな土壌である．

本会に和文論文誌や日本語の技術研究報告が存在する

ように，タイ語やインドネシア語など母国語による活動

を創設し，各地域の活動を活発化させるとともに，我々

の最新翻訳技術や後述の I-Scover を駆使してお互いの

活動を理解し交流を深めるのも，マルチカルチュラルの

重要な活動になろう．

#.; 本会特有のリソースの活用

日本地域は，世界最先端の少子高齢化社会に入ろうと

講演 会長就任にあたって──社会や世界との新たな関わりを求めて── 493
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している．前章ではらくらくカーを一例として，高齢化

社会に優しいシステムを産業として生み出せる可能性を

述べたが，もう一つの側面，元気な高齢者の活用も重要

である．本会の組織改革で今後必要となる実務部隊の新

設や充実には，企業や大学から卒業された会員が活躍し

て頂けると期待している．経験が豊かで健康で時間に余

裕があり年金付き，こうした人材を活用できるのが高齢

化社会の特色である．ネットを活用すれば居住地はそれ

ほど問題ではない．日本地域以外に居住して，その地域

の本会活動に携わりながらマルチカルチュラルなパラダ

イムを実現することも可能な時代になっている．

�．新会長として

吉田進前会長の後を継いで会長を拝命した．身の引き

締まる思いであり，学術的な貢献は歴代会長の足下にも

及ばない．この挨拶文で述べた課題の多くは，既に吉田

前会長の就任挨拶(14)で指摘されていることである．私

にできることは，これらの課題の具体的な実現に向けて

少しでもトライを開始することであろう．

会長は 1年任期である．毎年新たな視点と活力で本会

を統括することは，活動のダイバーシチを保つには有意

義である．一方で，表 1に示す 1強他弱の状況に入りつ

つある時代には，基軸がずれない中長期的な戦略と運営

基盤の確立が必須である．

財務基盤の再構築も待ったなしである．財務健全化の

ためには，現在事業のコストカットだけでは不可能で，

アベノミクスの第三の矢(15)のような新しい事業戦略が

必須だ．例えば業際イノベーションを創出しそれを実行

していくこと，がそれに相当するかもしれない．森川博

之総務理事が提唱している「物語ができる学会構想」(16)

も，大いに可能性を秘めている．こうした新施策には新

しい投資が必要だが，それはスクラップアンドビルドで

捻出するしか方法がない．スクラップという痛みを克服

して具体化ができない限り，本会の持続性は担保できな

いと考えている．

スクラップの有無にかかわらず見切り発車しなければ

ならないのが，IT システムへの投資である．表 1 の比

較を見るまでもなく，竹やりでは戦闘機と戦えない．役

員選挙時のアクセス集中問題など，現状のシステムには

まだまだ解決すべき課題を抱えている．マルチカルチュ

ラルを実現するための新機能も必要となる．その皮切り

に，一部に反対があるが本会自前の横断検索システム

（IEICE Knowledge Discovery，愛称 I-Scover）を本年

4 月から稼働させた(17)
．その概要を図 4 に示す．今後，

横断アーカイブ化やマルチ言語化，アクセス・認証系の

拡充などを含めて本会システム全体の充実を図らなけれ

ばならない．

2017 年という節目を持続可能で発展できる学会とし

て迎えられるよう，会長としての私の使命は，中長期戦

略と組織改革の基礎を提案し，会員諸氏に議論して頂く

ことだと考えている．本会には，理念はあるが，それを

実現する中期計画がない．今年から数年にわたって歴代

会長が先頭に立って各地域の会員と十分な議論を行い，

持続的発展可能な中期運営指針と事業計画を具体化する

必要がある．その基礎作りを始めることを私の責務とす

る．
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